
労務費の基準に関する 
ワーキンググループにおける 

検討事項について

はじめに

建設業は，社会資本の整備・管理の担い手であ
るとともに，災害時における「地域の守り手」と
して国民生活や社会経済活動を支える極めて重要
な役割を担っています。一方，他産業と比較して
厳しい就労条件を背景に就業者の減少が続いてお
り，建設業がその重要な役割を将来にわたって果

たし続けられるよう担い手の確保に向けた取組を
強化することが急務となっています。また，昨今
の急激な資材価格の高騰により現場技能者の賃金
の原資となる労務費がしわ寄せを受けないよう，
高騰分の適切な価格転嫁が求められているところ
です。
このような状況を踏まえ，中央建設業審議会※1

の下に設置された基本問題小委員会において，令
和 5年 5月から 9月までの間に計 5回の審議が行
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図－ 1　令和 6年 6月に公布された改正法のうち，労働者の処遇改善に係る主な事項
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われ，①請負契約の透明化による適切なリスク分
担，②適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの担
保，③魅力ある就労環境を実現する働き方改革と
生産性向上について，早急に講ずべき施策を取り
まとめた「中間とりまとめ」が策定されました。
このうち，法律の改正が必要な事項について対応
するため，令和 6年 6 月 14 日に「建設業法及び
公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
法律の一部を改正する法律」が公布されました（令
和 6年法律第 49 号。以下，「建設業法・入契法改
正法」という）。
※ 1…�建設業法に基づき国土交通省に設置された組織

で，発注者（デベロッパー等）・受注者（建設業者）・
学識者の代表により構成された会議体。

改正法においては，建設業における①労働者の
処遇改善，②資材高騰に伴う労務費の基準へのし
わ寄せ防止，③働き方改革と生産性向上を図るこ
とを通じ，魅力ある建設業の実現に取り組むこと
としたところです。
このうち，①の労働者の処遇改善に向けて，今
回の改正法で，中央建設業審議会において，新た
に「労務費に関する基準」を作成・勧告すること
とされたことを踏まえ，労務費の基準の活用方法
及び作成のための具体的な検討を行うため，中央
建設業審議会の下に労務費の基準に関するワーキ
ンググループ（以下，「労務費の基準WG」という）
を設置して，昨年 9月以降，令和 7年 1月までに
計 3回にわたり，基準の作成方法や実効性確保策
について議論を続けています。
本稿では，労務費の基準WGにおける議論の
進捗状況について記載します。

労務費の基準について

労務費の基準WGでは，労務費の基準につい
て，適正な水準の労務費（賃金の原資）が，公共
工事・民間工事にかかわらず，受発注者間，元請
－下請間，下請間の全ての段階において確保さ
れ，技能労働者の賃金として支払われることを目
指すため，

・契約当事者間での価格交渉時に参照できる「適
正な工事実施のために計上されるべき労務費」
の相場観として機能させること
・これに連動して，改正建設業法において著しく
低い労務費等による契約の締結が禁止されたこ
とを踏まえ，新ルールの実効性確保のため，行
政が指導監督する際の参考指標としても活用す
ること
を目的として，基準を作成すること等を基本方針
としています。
また，請負契約締結時の見積りの基準である

「労務費の基準」の作成を，労働者の処遇改善に
着実につなげるべく，労務費の基準WGでは，
基準の作成と併せて実効性確保策についても議論
していくこととされています。
労務費の基準WGで議論されている実効性確
保策と作成方法について，それぞれご紹介します。

⑴　労務費の基準の実効性確保策
実効性確保の議論に当たっては，
①　労務費の基準を相場観とした見積り，契約に
よる適切な労務費の確保
②　確保された労務費が下請業者まで行き渡り，
技能者に賃金として支払われる仕組みづくり
③　これらのルールの行政による検証
など総合的な取組により労務費の基準の所期の目
的の達成を図ることを基本方針としています。
具体的には，各契約段階で適正水準の労務費を
確保するための施策（「入口」における実効性確保）
と，適正水準の労務費が下請に，賃金が技能者に
支払われるための施策（「出口」における実効性
確保策）について，両輪で議論しています。
このうち，「契約時における適正水準の労務費
の確保」については，
・�労務費・必要経費を内訳明示した見積書の提出・
尊重を商慣行化
・改正法に努力義務として定められた労務費確
保・賃金支払いのための取組を実施する等，技
能者の処遇改善に取り組む企業が競争上不利に
ならない環境整備
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・これらについてルールに違反する行為を検証す
ること
等を検討することとしています。
また，「契約後における適正水準の労務費・賃
金の支払い」については，
・�適正な労務費・賃金の支払いについて契約上で
担保する取組（コミットメント）の定着
・�技能者への賃金支払い状況が把握できる仕組み
の構築
・�それらについてルールに反する行為を検証する
こと
等を検討することとしています。
また，これらの実効性確保策に加え，公共工事
の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年法律
第 18 号）に基づき公共工事の関係者が担い手の
確保に向けて果たすべき役割等を踏まえた，公共
工事に特化した実効性確保策についても検討を進
めています。
なお，検討に当たっては，現状・課題を考慮
し，関係者の認識を合わせつつ，実施可能な取組
からアジャイルに進めていくこととしています。

⑵　労務費の基準の作成方法
作成については，労務費の基準WGで以下の
通りの内容が基本方針とされています。
・契約交渉時の相場観として活用されることを踏
まえ，中小事業者や一人親方であっても使いや
すい仕様とすること
・元下契約の請負の単位となる技能者の職種ごと
に，現在の契約でも用いられている単位施工量
当たりの金額（1 t，1 m2 作業当たりいくら）
として設定することを基本とし，工種や規格の
違いなどによる細分化は最小限にとどめること
・新たなルールを持続可能なものとするため，公
共工事設計労務単価（1人 1 日いくら）を基礎
とした適切な労務費・賃金水準の確保を前提と
しつつ，生産性（単位時間当たり施工量（1日
当たり何人で作業するか））の部分での競争の
余地を残すこと
・いったん基準を公表した後においても，基準の
仕様・水準も含め，必要に応じ修正を加えるア
ジャイル型の考え方に則って検討・実装を進め
ること
・全ての職種，工種について同時に議論，作成す

図－ 2　労務費の基準の「実効性確保」の全体像
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図－ 3　労務費の基準の「作成」の暫定方針（案）

図－ 4　労務費の基準に関する検討体制の全体イメージ
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るのではなく，職種別に，順次検討を進めるこ
と
その上で，具体的な計算方法については，以下
を暫定方針とすることが議論されたところです。
具体的には，計算方法については，労務単価

（円 /人日（8時間））に歩掛（人日 /単位当たり
施工量）を乗じることにより，単位施工量当たり
の労務費の基準として示すこととされ，その際，
労務単価については公共工事設計労務単価，歩掛
については国交省直轄工事で用いられている標準
的な施工条件下での歩掛（土木工事標準歩掛，公
共建築工事における歩掛）を活用することを暫定
方針としています。この際，公共建築分野につい
ては，国土交通省大臣官房官庁営繕部において，
労務費の基準WGとは別途，現在，材工一式の
積算を行っている工種について，労務費等の内訳
把握のため，歩掛調査や積算手法の検討を実施し
ているところであり，労務費の基準の作成に当た
っては，この検討とも連動してまいります。
また，作成単位については，基本的に，規格・
仕様ごとに労務費の基準を作成することはしない
ものとしますが，具体的な細分化の程度について
は，職種別の意見交換において検討することとし
ています。
職種別の意見交換は非公開で行うこととしてお
り，現在，鉄筋・型枠・住宅分野の職種について，
先行して意見交換を進めているところです。

おわりに

労務費の基準に基づく見積り等の新たなルール
については，本年（令和 7 年）12 月に施行され
ることとなります。
労務費の基準を労働者の処遇改善につなげるた
めには，労務費や必要経費を内訳明示した見積り
の商慣行化をはじめとした取組が不可欠です。
このためには，技能者を雇用する専門工事業者
だけでなく，元請業者，発注者の方々も含めた，
建設工事の施工に関わる全ての関係者がパートナ
ーシップを改めて共有し，担い手の確保のため
に，それぞれの立場から取り組んでいただく必要
があります。
国土交通省としても，引き続き，改正法の全面
施行に向け制度の詳細検討を進めるとともに，受
発注者を問わず，建設工事に関わる全ての方に改
正内容をご理解いただけるよう周知徹底に努めて
まいります。併せて，「建設 Gメン」の体制を強
化することで，担い手確保のための取組における
実効性を確保してまいります。
これらの制度改正による措置を通じ，業界の皆
様の声を聴きながら建設業における処遇改善，働
き方改革及び生産性向上に総合的に取り組むこと
で，新 4Kといえる魅力的な産業を目指すととも
に，インフラ整備の担い手・地域の守り手として
持続可能な建設業を実現してまいります。
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